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第 1章　広島地裁平成 27 年 11 月 4 日判決
第１節　本判決の概要
（事案の概要）








































立てを経ない訴えであるから、国税通則法 115 条 1 項が定める不服申立
前置主義に反し不適法というべきである。
ハ　（原告らは、）各更正処分及び過少申告加算税各賦課決定処分のうち、











A：本件未払退職金（1,534 万 6,100 円）に対応する部分（不服申立ての段階で取消しを求めたもの）











































































































































































































































































































































































































































































































となっていない C 及び D を審理の対象に含めて判決しているところを見る
と、総額主義を採っているものと考えざるを得ない。争点主義によれば、審
理の対象となるのは A という理由における税額と B という理由における税






















































































この図（右端）では B は審理の対象外となったが、A が取り消されたこと
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